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なお、現行法の目標達成計画が３月末で終了するため、新たに策定する２０１３年度以降の温暖化対策計画
に必要な措置を定める地球温暖化対策推進法改正案が、２０１３年３月１５日に閣議決定され、第１８３回国会に
提出されることとなった。温室効果ガス排出削減の数値目標は改正案には明記されておらず、新たな計画
の中に盛り込むとしている。

 

表　排出量算定の対象となる活動

表　温室効果ガスの地球温暖化係数
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２　エネルギーの使用の合理化に関する法律（改正省エネ法）
省エネ法は、工場・事業場、輸送、建築物、機械器具についてのエネルギーの使用の合理化を総合的に
進めるため、１９７９年に制定された。省エネ法では化石エネルギーの使用の合理化を目的としているため、
省エネ法におけるエネルギーとは下表に示す燃料、熱、電気を対象としている。廃棄物からの回収エネル
ギーや風力、太陽光等の非化石エネルギーは対象となっていない。

また、省エネ法が直接規制する事業分野としては、「工場等（工場又は事務所その他の事業場）」、「輸送」、
「住宅・建築物」、「機械器具」の４つがあり、それぞれ下表に示す事業者が規制の対象とされる。

省エネ法では、エネルギーを使用して事業を営む者は、エネルギー使用の合理化に努めなければならな
いとされ、「エネルギー原単位を年平均１％低減するように努力する」ことが規定されている。エネルギー
使用合理化を推進するための一般的な管理の流れは次図のとおりであり、事業者はエネルギー管理を行う
ために管理体制を整備し、自らのエネルギー使用量を把握する必要がある。
 

表　省エネ対象とするエネルギー

表　省エネ法が規制する分野
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２００８年の改正では、大幅にエネルギー消費量が増加している業務・家庭部門での対策を強化するため、
一定規模以上のエネルギーを使用する施設の対象範囲が拡大され、それまでの工場・事業場単位のエネル
ギー管理から、事業者単位（企業単位）でのエネルギー管理に、規制体系が変わった。このため、事業者
全体（本社、工場、支店、営業所、店舗等）の１年間のエネルギー使用量（原油換算値）が合計して
１，５００kL以上の場合は、エネルギー使用量を事業者単位で国へ届け出て、特定事業者の指定を受けること
が必要となった。これにより、企業にとってエネルギー管理責任体制構築の必要性が高まっている。
 

図　エネルギー管理業務のフロー
資料：（一社）省エネルギーセンター，省エネ法の概要２０１０／２０１１
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また、２００６年の改正では、エネルギー消費量の１／５を占める運輸部門の省エネを推進するため、製造
業、卸売業などの荷主に対して商品輸送に関する省エネ目標策定が義務付けられた。貨物分野の省エネ対
策を推進する上で有効な「モーダルシフトによる鉄道や船舶の利用」、「共同輸配送」等の取り組みを進め
るためには、貨物輸送事業者に発注する“荷主”による主体的な関与が不可欠であることから、直接エネ
ルギーを使用する主体ではない“荷主”に対しても省エネルギー計画の策定、エネルギー使用量等の報告
等を求めている。
 

図　２００８年の省エネ法改正で規制対象となった事業者
資料：（一社）省エネルギーセンター，省エネ法の概要２０１０／２０１１
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２０１２年３月には、東日本大震災と原発事故を契機として、需要側の構造を変革し、省エネの取組を促進
することで電力の安定的な供給と産業競争力の強化を図ることを目的とした改正案が閣議決定された。第
１８１回国会では審議未了となったが、２０１３年３月５日に改正案が再び閣議決定され、第１８３回国会に提出さ
れることとなった。
主な内容は、①建築材料等に係るトップランナー制度の追加、②電力ピークの需要家側における対策

（工場、輸送等）である。②の具体的な内容としては、需要家が、従来の省エネ対策に加え、蓄電池やエ
ネルギー管理システム（BEMS、HEMS）、自家発電の活用等により、電力需要ピーク時の系統電力の使用
を低減する取組を行った場合に、これをプラスに評価できる体系にする（具体的には、省エネ法の努力目
標の算出方法を見直す）というものである。
 

図　省エネ法における荷主に係る措置

図　改正省エネ法の概要（２０１３年３月５日閣議決定）
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３　革新的エネルギー・環境戦略
２０１２年９月１４日、エネルギー・環境会議において「革新的エネルギー・環境戦略」が決定された。省エ
ネルギー・再生可能エネルギーといったグリーンエネルギーを最大限に引き上げることを通じて、原発依
存度を減らし、化石燃料依存度を抑制することを基本方針とし、以下の三本柱が掲げられた。
・原発に依存しない社会の１日も早い実現
・グリーンエネルギー革命の実現
・エネルギーの安定供給
２０１３年以降の「地球温暖化対策の計画」についても、「気候変動に関する国際連合枠組条約」の究極的な
目的の達成に向けて取り組んでいく姿勢が変わることはないとしている。第四次環境基本計画（平成２４年
４月２７日閣議決定）では、２０５０年までに温室効果ガス排出量を８０％削減することを目指すとしており、長
期的・計画的に対策に取り組んでいくことが示された。
今後のエネルギー・環境政策については、この内容を踏まえて「関係自治体や国際社会等と責任ある議
論を行い、国民の理解を得つつ、柔軟性を持って不断の検証と見直しを行いながら遂行する」ことが閣議
決定（２０１２年９月１９日）された。
 

図　革新的エネルギー・環境戦略の概要

資料編



－  114 －

　

４　固定買取価格制度（FIT）
「グリーンエネルギー革命の実現」に向けた再生可能エネルギーの導入を促進するための制度として、
平成２４年７月１日より「固定価格買取制度（FIT）」が導入された。
固定買取価格制度は、エネルギー自給率の向上、地球温暖化対策、産業育成を図ると共に、コストダウ
ンや技術開発によって、再生可能エネルギーが日本のエネルギーを支える存在となることを目指し、再生
可能エネルギー源（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電気を、国が定める固
定価格で一定の期間電気事業者に調達を義務づける制度である。
電気事業者が調達した再生可能エネルギー電気は、送電網を通じて市民が日常使う電気として供給され
る。このため、電気事業者が再生可能エネルギー電気の買取りに要した費用は、電気料金の一部として、
使用電力に比例した賦課金という形で国民の負担により賄われる仕組みとなっている。
 

図　再生可能エネルギー賦課金の概要
資料：再生可能エネルギーの固定価格買取制度　資源エネルギー庁
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５　環境税
「地球温暖化対策のための税」は、税制による地球温暖化対策を強化するとともに、エネルギー起源CO２
排出抑制のための諸施策を実施していく観点から導入するもので、平成２４年度税制改正大綱に盛り込まれ、
平成２４年１０月から施行されている。
原油やガス、石炭といった全化石燃料に対してCO２排出量に応じた税率を課すものであり、税収は、エ

ネルギー起源のCO２削減対策に効果のある、産業・民生・運輸といった広範な分野への対策に活用される。
具体的な税収の充当先としては、①家庭用の低炭素機器の普及促進、②未利用熱の面的利用の促進、③温
暖化対策投資の推進、などであり、家庭・企業の温暖化対策を支援し、税負担の軽減と、新たな需要・イ
ノベーションを喚起することが期待されている。
化石燃料ごとのCO２排出原単位を用いて、それぞれの税負担がCO２排出量１t当たり２８９円に等しくなる

よう、単位量（キロリットル又はトン）当たりの税率を設定している。また、急激な負担増を避けるため、
税率は３年半かけて３段階に分けて引き上げられる。最終的な増税額は、原油・石油製品が１kL当たり７６０
円、LPガス及びLNG（液化天然ガス）が１t当たり７８０円、石炭が１t当たり６７０円である。
地球温暖化対策税は、全化石燃料を課税ベースとする現行の石油石炭税の徴税スキームを活用し、石油
石炭税に上記の税率を上乗せする形で課税される。
 

図　環境税のしくみ
資料：環境省　地球温暖化対策のための税の導入
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３　CO２排出量の定量的把握と表示
１　GHGプロトコルScope３
これまで国内では、算定・報告・公表制度やCSR　報告書等において把握している温室効果ガス排出量

の範囲は、直接的なエネルギーである化石燃料・天然ガス等（Scope１）と、間接的に排出した電力等（Scope
２）に限られてきた。しかしながら、省エネルギー型の製品や温室効果ガス排出量の少ない製品の普及に
よる削減貢献が反映されないことや、事業活動は購入や販売を通じて繋がっていることから、製造、輸送、
出張、通勤等のサプライチェーンにおける温室効果ガス排出量（Scope３）についても把握することが重
要となってきている。
＿　Scope１：企業の直接排出
＿　Scope２：エネルギー利用に伴う間接排出
＿　Scope３：その他の間接排出←企業のサプライチェーンに相当

また、世界的には企業が間接的に排出する温室効果ガス排出量の管理について以下のような動きが見ら
れる。
■GHGプロトコル１による基準の策定
■ISOによる算定ガイドラインの検討
■カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（CDP８））等による開示要求の高まり

 

８）CDP：世界の機関投資家が世界の主要企業に対し、気候変動に係る質問書を送り、その回答を評価・公表する取組

図　Scope１～３の概念図
資料：サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等に関する調査・研究会
　第１回グローバル対応分科会資料５－①－S　GHGプロトコルScope３基準について
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GHGプロトコルでは、２０１１年１０月に企業のバリューチェーンにおける排出量の算定や報告の方法を示す
「GHGプロトコルSCOPE３基準」が策定されている。ISO（国際標準化機構）でも、スコープ３基準との
整合を図る方向で、組織の直接及び間接排出量の定量化、並びに報告方法に関する指針を示すISO／
TR１４０６９の検討を行っている。
CDPや気候変動報告フレームワーク（CCRF９））等では、Scope３排出量の情報開示を求める動きが出て

きており、Scope３の排出量について何らかの報告を行う企業が増加している。
このように、世界的に事業者のサプライチェーン排出量の把握・管理や情報開示の動きが活発化してき
ており、今後ますます、その必要性が高まるものと考えられる。
日本でも、温暖化対策を今後一層進めていくため、サプライチェーン排出量の把握、削減に向けた取組
が進められている。その一環として、２０１２年３月には「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算
定に関する基本ガイドライン」が公開された。
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９）CCRF：気候情報開示基準審議会（Climate Disclosure Standards Board, CDSB）が平成２２年９月に第１版を公表した、気候変動関連情報の
開示に関する国際的な枠組み

図　サプライチェーンにおける排出量の範囲と排出量削減のイメージ
資料：サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（案）

　Ver．１．０　２０１２．３　環境省　経済産業省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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２　エネルギーマネジメントシステム（ISO５０００１）１０）

省エネやCO２の排出削減を進めていくためには、社内で体制を構築し、エネルギーマネジメントに取り
組んでいくことが不可欠である。エネルギーのマネジメントに関する国際規格として、エネルギーマネジ
メントシステム：ISO５０００１がある。
ISO５０００１は、事業者がエネルギー使用に関する方針・目的・目標を設定し、計画を立て、手順を決めて
管理する活動を体系的に実施できるようにした仕組みを確立する際に必要な要求事項を定め、全ての組織
に適用できる世界標準の規格である。この規格は、組織がエネルギーパフォーマンスを継続的に改善する
ために必要なシステムとプロセスを確立し、エネルギーの体系的な運用管理によって、温室効果ガスの排
出量やエネルギーコストの低減につなげることが意図されている。
規格の要求事項の特徴のひとつであるPDCAアプローチは、Plan（計画）－Do（実施）－Check（点検）

－Act（処置・改善）の４つの段階を１サイクルとして順次回し、最後のActをPDCAの先頭サイクルにつ
なげることでスパイラルアップが図れる仕組みである。また、ISO５０００１は環境マネジメントシステム：
ISO１４００１の規格と親和性・互換性のある規格となっており、ISO１４００１の対象が廃棄物削減、エネルギー効
率改善、紙使用量削減、水使用量削減、排水管理、排ガス管理、化学物質管理等の環境側面を幅広く網羅
的に対象としているのに対し、ISO５０００１はエネルギー効率改善に深く特化した形で管理の対象としている。
ISO５０００１の導入活用では、エネルギーパフォーマンスの評価と改善を行う「エネルギーレビュー」のプ
ロセスが、重要な管理のポイントとなる。このプロセスは、省エネ法の「エネルギー使用合理化のための
枠組み・管理手法」と図２－４－１ように対比させることができ、共通する部分が大きい。また、エネル
ギーパフォーマンスの継続的改善やエネルギーマネジメントシステム（EnMS）の改善を図るためにトッ
プマネジメントがレビューし、エネルギー管理を行う組織活動の適合性の確認と評価を行うこともポイン
トである。
また、ISO５０００１では、エネルギーパフォーマンス指標を複数設定し、ベースラインと比較して継続的な
改善が図られているかを評価することとなっている。このため、エネルギー使用設備ごと、工程ごとにき
め細かく使用状況を把握し、改善余地を見つけることができる。
 

１０）資源エネルギー庁，ISO５０００１（エネルギーマネジメントシステム）
　　http://www.enecho.meti.go.jp/policy/iso50001/index.html
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図　エネルギーレビューに関する省エネ法と要求事項の関連
資料：資源エネルギー庁　施策情報　ISO５０００１（エネルギーマネジメントシステム）
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３　カーボンフットプリント（CFP）１１）

CFPとは製品の原材料調達から廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通して排出される
温室効果ガスの排出量をCO２に換算して「見える化」（表示）する仕組みであり、以下のような目的を持っ
ている。
■製品（サービスを含む）のCO２排出量を「見える化」する。
■事業者と消費者の間でCO２排出量削減行動に関する「気づき」を共有する。
■「見える化」された情報を用いて、事業者がサプライチェーンを構成する企業間で協力して更なるCO２
排出量削減を推進する。
■「見える化」された情報を用いて、消費者がより低炭素な消費生活へ自ら変革していく。
経済産業省が主導して２００９年度から実施された「カーボンフットプリント制度試行事業」は２０１１年度を
もって終了し、２０１２年４月から（社）産業環境管理協会によるCFPプログラムの運用が開始された。
CFPを普及させていくためには、事業者・消費者等間の協力とコミュニケーションが必要となることか
ら、CFPプログラムではコミュニケーションの活性化を目指している。
なお、３年間の制度試行での参加製品数は約４６０製品であり、食品は全体の２割である。
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図　制度試行中の参加製品数の業種別内訳
資料：（社）産業環境管理境界　CFPプログラム

１１）カーボンフットプリントコミュニケーションプログラム　http://www.cfp-japan.jp/
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４　温室効果ガス排出権（J－クレジット制度・カーボンオフセット）
これまでわが国には、中小企業の排出削減対策を推進するための「国内クレジット制度」と、排出削
減・吸収に関する国民運動の展開を目的とした「オフセット・クレジット（J－VER）」の２つの制度が併
存していた。両制度とも京都議定書の約束期間である２０１２年度末で一旦終了することを機に、クレジット
を創出する制度が併存する状況を解消し、制度の活性化を図るための新たな仕組みの創出が検討されてき
た。
新たな制度の設計においては、以下の４つの理念に基づき制度を構築すべきであるとしている。
①　現行の両制度の優れている点を取り入れ、相互補完し、多様な主体が参加できる制度とする。
②　環境の観点からみて信頼が得られるものとするとともに、使いやすく適用範囲の広い利便性のある制
度とする。
③　地域資源の活用による温室効果ガス削減に向けた地域の取組やクレジットの地産地消を後押しし、地
域活性化につながるような制度とする。
④　国際的にも評価され、海外における取組においても参考とされるような内容となることを目指す。
２０１３年度から両制度を統合した新しいクレジット制度「J－クレジット制度」を開始することを目指し、
２０１３年３月現在、パブリックコメントが行われている。
 

図　Jクレジット制度の概要
資料：http://japancredit.go.jp/index.html
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５　エコレールマーク制度
地球環境に優しい鉄道貨物輸送を一定以上利用している商品又は企業に対して、「エコレールマーク」の
認定を行い、マークの表示によって消費者に判断基準を提供する制度。「エコレールマーク」の表示された
商品等を通じて、流通過程において企業が地球環境問題に貢献していることを消費者に意識していただき、
企業の鉄道貨物輸送へのモーダルシフトを促進することを目的とする。
　＜認定の対象＞
○認定商品
　・５００km以上の陸上貨物輸送のうち３０％以上鉄道を利用している商品　
○認定企業
　・５００km以上の陸上貨物輸送のうち１５％以上鉄道を利用している企業　
・数量で年間１万５千トン以上または、数量×距離で年間１，５００万トンキロ以上の輸送に鉄道を利用
している企業

 

図　エコレールマーク使用例と認定商品
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４　推進体制（国や自治体の支援策等）
１　知る機会等を創る支援

事業者がCO２削減を実施するためには、CO２削減対策の実施を判断する経営者から、日々の省エネ行動
などを継続して実施する従業員まで、事業者全体でCO２削減の必要性やその実施によるメリット等を知る
ことが求められる。その機会として、一般財団法人省エネルギーセンターでは、省エネルギーや節電をテー
マとした「省エネ・節電説明会」（セミナー・カンファレンス等）に無料で講師を派遣する『無料講師派遣』
を実施している。

また、CO２削減の実施には、事業者がエネルギー等の使用状況を把握することも重要である。その機会
として、一般財団法人省エネルギーセンターでは、『無料省エネ診断』と『無料節電診断』を実施している。
 

表　無料講師派遣　概要

表　無料省エネ診断及び無料節電診断　概要
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２　補助等の支援
CO２削減対策の実施に伴う高効率機器の導入に対して、次のような税制優遇や補助金制度を設けている。

 

表　主な税制優遇措置

表　主な融資制度
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表　経済産業省の主な補助制度

　
表　農林水産省の主な補助制度

表　環境省の主な補助制度
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